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（２）地方税分野における番号制度の活用について

①「地方公共団体における番号制度導入ガイドライン」（地方税関係部分）の改訂

・内閣官房等におけるシステム検討の進展を踏まえた改訂

・個人情報保護の観点からの追記（税法上の守秘義務との関係の整理、自庁内の他課への所
得情報の提供についての対応の方向性）

②番号を用いた地方税情報の管理についての地方団体での活用

・政省令で個人特定情報の記載がない申告書等・通知について対応の方向性、地方団体共
通のルール設定の検討

③情報提供ネットワークシステムの地方団体での活用

・添付書類の削減など、業務のあり方の見直しについての検討

（１）地方税分野における番号制度導入に向けての制度的対応について

①番号を用いた地方税情報の管理

・番号を記載する申告書等・通知の整理 ・本人確認の実施状況の確認

②情報提供ネットワークシステムを通じた情報の取得

・情報照会を行う事務・情報の範囲の具体化

③情報提供ネットワークシステムを通じて提供する所得情報

・内閣官房作成の個人住民税情報のデータ標準についての検討

・過去情報の提供可能時期についての検討

・非課税の者の所得情報の提供についての検討

検討項目

番号制度に係る地方税業務システム検討会 検討項目・スケジュール
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第１回（７月）
○番号法案、全体スケジュールの説明
○ガイドラインの改定の説明
○地方税分野における番号制度導入に向けての制度的対応について方向性の提示

第２回（１０月）
○地方税分野における番号制度導入に向けての制度的対応について議論
○地方税分野における番号制度の活用について方向性の提示

第３回（２６年３月）
○地方税分野における番号制度の活用についての報告書

※必要に応じ、随時メール等で意見聴取

スケジュール
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